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1) Whalen v. Roe, 429 U.S. 589 (1977). 
2) 拙稿「アメリカ憲法学におけるプライバシー権の展開」創価大学大学院紀要第 34 集 (2012 年)。 
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や共通性について明確にしてこなかった。 
ところが、2003 年、合衆国最高裁は、これまで不明確であった「自己決定権」の保護範囲の共通性
を提示するかのような判決を下した。この判決は、Lawrence v. Texas3)（以下、Lawrence 判決とする）
と呼ばれ、Texas 州において同性間の性行為を「性的に逸脱した行為」と意味のソドミー行為（sodomy）
として刑事罰の制裁を課していた法律、いわゆるソドミー禁止法を違憲無効とした判決であった。ま
た、1986 年に Geogia 州のソドミー禁止法を合憲とした Bowers v. Hardwick4)（以下、Bowers 判決
とする）を覆した判決でもあった。Lawrence 判決において合衆国最高裁は、問題となった同性愛者の





















合衆国最高裁が、婚姻の自由を初めて憲法上保護したのは Loving v. Virginia5）（以下、Loving 判
                                                          
3) 539 U.S. 558 (2003). 判例評釈として、藤井樹也「ソドミー行為を禁止する州法が違憲とされた事例」ジュリス
ト 1255 号（2003 年）142-145 頁、大野友也「同性愛行為に対する憲法上の保護」樋口範雄/柿嶋美子/浅香吉幹/
岩田太編『アメリカ法判例百選』（有斐閣、2012 年）102-103 頁。 
4) 478 U.S. 186 (1986). 判例評釈として、津村政孝「同性愛者のソドミー行為とプライバシーの権利」芦部信喜/
憲法訴訟研究会編『アメリカ憲法判例』（有斐閣、1998 年）295-301 頁。 
5) 388 U.S. 1 (1967). 
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その後、Zablocki v. Redhail8)では、「婚姻する権利は第 14 修正のデュー・プロセス条項に内在さ
れる基本的な『プライバシー権』の一部である9)」ことが明らかにされた。本件では、扶養義務を有
している未成年者は裁判所の承認を得なければ婚姻することはできないとするWisconsin州法の合憲









して、第 1・第 3・第 4・第 5・第 9 修正からの放射によってプライバシー権の憲法上の根拠を導き出
し、当該法律を違憲とした。 




制する Massachusetts 州法を第 14 修正の平等保護条項違反として違憲とした。 
さらに、Carey v. Population Service International14)において合衆国最高裁は、Griswold 判決と
Eisenstadt 判決によって避妊の自由は全ての者に認められているとして、免許資格を有する薬剤師以外
                                                          
6) Id. at 11. 
7) Id. at 12. 
8) 434 U.S. 374 (1978). 
9) Id. 
10) 381 U.S. 479 (1965). 
11) Id. at 384. 
12) Id. at 485. 
13) 405 U.S. 438 (1972). 
14) 431 U.S. 678 (1977). 
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を終了するか否かを決定することまで包含できる19)」と述べ、Texas 州法の中絶禁止条項を第 14 修
正のデュー・プロセス条項違反として違憲とした。 
（ⅳ）家族関係に関する自由 
家族関係に関する自由の代表的判例として、Moore v. City of East Cleveland20)が挙げられる。本






子どもの養育および教育に関する自由の判例としては、1923 年の Meyer v. Nebraska23)（以下、
Meyer 判決とする）と 1925 年の Pierce v. Society of Sisters24)（以下、Pierce 判決とする）が挙げら
れる。Meyer 判決では、児童に外国語教育を禁止する Nebraska 州法は第 14 修正によって保障される
親の子どもを教育する権利を侵害するとして違憲とされた。Pierce 判決では、第 14 修正のデュー・プ
ロセス条項は「子どもの教育および教育に関する内容を決定する親と後見人の自由を保護している
25)」と述べて、子どもを公立学校に通学させることを義務付ける法律を違憲としたのである。 
                                                          
15) Id. at 684. 
16) 410 U.S. 113 (1973). 
17) Id. at 152. 
18) Id. 
19) Id. at 153. 
20) 431U.S.494 (1977). 
21) Id. at 499. 
22) Id. 
23) 262 U.S. 390 (1923). 
24) 268 U.S. 510 (1925). 
25) Id. at 534-35. 
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ただ、この Meyer 判決と Pierce 判決は、時系列上ではプライバシー権を憲法上の権利として認めた
Griswold 判決以前の判例にあたる。しかし、今日のアメリカ憲法学では、憲法に列挙されていない自
由の権利保障を考えるにあたって、両判決はその淵源となる代表的判決として扱われている。実際に、
子どもの養育権および教育権が第 14 修正によって保障される権利であることは、その後の Wisconsin 





第一の判例は、Smith v. Organization of Foster Families28）（以下、Smith 判決とする）である。
本件では、事前に聴聞の機会を与えることなく里子と里親を引き離すことを認める New York 州およ
び New York 市の手続規定に対して、里親と里親協会が「家族という単位の不可侵性における『家族






第二の判例は、Quilloin v. Walcott33）（以下、Quilloin 判決とする）である。本件は、子どもの実
母の再婚者である男性が子どもとの非嫡出子の養子縁組を求めたことに対して、実父である男性が反
対したことで起こった。これにより、嫡出子の養子縁組には原則として両親の同意を必要するのに対






                                                          
26) 406 U.S. 205 (1972). 
27) 530 U.S. 57 (2000). 
28) 431 U.S. 816 (1977). 
29) Id. at 842. 
30) Id. at 844. 
31) Id. 
32) Id. at 846-47. 
33) 434 U.S. 246 (1978). 
34) Id. at 255. 
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にも平等保護条項にも違反しないと判断した。 






















こうした合衆国最高裁の姿勢から、アメリカ憲法学の学説では、Samuel Warren と Louis Brandeis
が「The Right to Privacy40）」の中で個人の「不可侵の人格性（inviolate personality）41）」に言及して
いたことに注目し、「自己決定権」に含まれる内容は個人の「人格性（personhood）」に関わる行為で
                                                          
35) 491 U.S. 110 (1989). 
36) Id. at 128-29. 
37) Id. 
38) Id. at 129. 
39) 431 U.S. at 687. 
40) Samuel Warren, Louis Brandeis,“The Right to Privacy”,4 HARV. L. REV. 193 (1890). 邦訳として、サムエ
ル・D・ウォレン/ルイス・D・ブランダイス（外間寛訳）「プライヴァシーの権利（一）」法律時報第 31 巻第 7
号(1959 年)。 
41) Id. at 205-207. ウォレン/ブランダイス（外間訳）・同 19 頁。 






観点から中絶の自由を憲法上保護した Roe 判決以降である。Paul Freund（以下、Freund とする）




















                                                          
42) See LAURENCE H.TRIBE, AMERCAN CONSTITUTIONAL LAW, 1302-12 (2d ed. 1988); Craven J. Braxton Jr, 
Personhood: The Right to Be Let Alone, 1976 DUKE L. J. 699, 702 n.15 (1976); FERDINAND DAVID SCHOEMAN, 
PHIOSOPHICAL DIMENSIONS OF PRIVACY , 322-23 (1984): Note, Rumpelstiltskin Revisited: The Inalienable Right of 
Surrogate Mothers, 99 HARV. L. REV. 1936, 1946-50 (1986): Joseph W. Rebone, Personhood and the Contraceptive 
Right, 57 IND. L. J. 579, 603-604 (1982). 
43) Jed Rubenfeld, The Right of Privacy, 102 HARV. L. REV. 737, 753 (1989). 邦訳として、ジェド＝ルーベンフェ
ルド（後藤光男/森下史郎/北原仁訳）『プライヴァシーの権利』（敬文堂・1997 年）37 頁。 
44) Edward Bloustein, Privacy as an Aspect of Human Dignity: An Answer to Dean Prosser, 39 N.Y.U. L. REV. 962, 
973 (1964). 
45) PAUL FREUND, AMERICAN LAW INSTITUTE, 42-43 (1975). 
46) Rubenfeld, supra note 43, at 750. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・前掲書注（43）21 頁。 
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であるといえよう。 

























                                                          
47) DANIEL J. SOLOVE, UNDERSTANDING PRIVACY, 31 (2008). 
48) Rubenfeld, supra note 43, at 761. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・前掲書注（43）49 頁。 
49) Id. at 764. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・同 54 頁。 
50) Id. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・同 55 頁。 
51) Id. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・同 55 頁。 
52) Id. at 765. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・同 55 頁。 
53) Id. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・同 55 頁。 
54) Id. at 753. ルーベンフェルド（後藤/森下/北原訳）・同 36 頁。 



























て、Kenneth. L. Karst（以下、Karst とする）の「親密な結合の自由（The freedom of Intimate 
                                                          
55) See, e.g., Tom Gerety, Redefining Privacy, 12 HARV. C.R.-C.L. L. REV. 233 (1977); Kathryn Jane Humphrey, 
The Right of Privacy, A Renewed Challenge to Laws Regulating Private Consensual Behavior, 25 WAYNEL L. REV. 1967 
(1979); Catherine E. Blackburn, Human Rights in an International Context:Recognizing the Right of Intimate 
Association, 43 OHIO St. L.J. 163 (1982); Kaite Watson, An Alternative To Privacy: The First Amendment Right of 
Intimate Association, 19 N.Y.U. REV. L. & SOC.CHANGE 891 (1992); Gary E. Elliott, Consensual Relationships And 
The Constitution: A Case Of Liberty Denied, 6 MICH. J. GENDER & L. 47 (1999). 
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Association）56）」理論と Radihika Rao57）（以下、Rao とする）の「関係的プライバシー権（the right 














な結合（casual intimate association）63）」も含まれているとしている。 
Karst は、この「親密な結合の自由」を憲法上保障する根拠として、第 14 修正のデュー・プロセス
条項を依拠する実体的デュー・プロセス理論が適切であるとする一方で、状況によっては同条の平等
条項や第 1 修正も関係することを挙げている64）。それゆえ、Karst は、「親密な結合の自由」を規
制する公権力の制約に対して、厳格審査基準のみで審査するのではなく、具体的な事例に応じて比較
衡量することが求められると述べている65）。 
                                                          
56) Karst の「親密な結合の自由」理論を紹介したわが国の文献としては、岩浅昌幸「“Freedom of Intimate 
Association”に関する一考察－自己決定権との関わりを意識して－」筑波法政第 14 号（1991 年）524 頁以下、
羽渕雅裕「『親密な結合の自由』に関する一試論―合衆国の議論を参考に―」法律雑誌第 48 巻 4 号（2002 年）
1524 頁以下、阿部純子「プライヴァシー理論の新展開－Lawrence v. Texas における liberty 概念を中心として－」
大学院研究年報第 37 号（2008 年）27 頁以下。 
57) Rao を「関係的プライバシー権」理論を紹介した邦文献として、石田若菜「『関係的プライバシー権』理論の







59) Kenneth L. Karst, The freedom of Intimate Association, 89 YALE L. J. 624, 626 (1980). 
60) Id. at 629. 
61) Id. 
62) Id. 
63) Id. at 633. 
64) Id. at 653-54. 
65) Id. at 627-628. 
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他方、Rao は、プライバシー権に含まれる列挙された個別的内容を孤立した個人に帰属する純粋な
人格的権利として捉えるべきではないとして、個人の親密な関係を保護する「関係的プライバシー権
（the right of relational privacy）」の存在を主張する66)。Rao によれば、プライバシー権は「個人
的プライバシー権（the right of personal privacy）」と「関係的プライバシー権」という二つの構成
要素から成り立っているという67)。 
個人的プライバシー権とは、「身体上の不可侵性に関する権利」もしくは「ありふれた多種多様な




















容であっても合衆国最高裁が保護しなかった Smith 判決、Quilloin 判決、Michael H.判決と整合する。
ただし Rao は、一方で、中絶の自由のような母親と胎児の対立関係は、個人的プライバシー権の側面、
                                                          
66) Radihika Rao, Reconceiving, Privacy: Relationships and Reproductive Technology, 45 UCLA L. REV. 1077, 1078 
(1998). 
67) Radhika Rao, Property, Privacy, and the Human Body, 80 B.U.L. REV. 359, 388 (2000). 
68) Id. at 388-89. 
69) Rao, supra note 66, at 1103. 
70) Id. at 1104. 
71) Rao, supra note 67, at 399. 
72) Rao, supra note 66, at 1106. 
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つまり、身体上の不可侵の権利でもって対処できるとされ、州が個人の身体に関する問題に対して積
極的に干渉をすることは許されないと述べている73)。 




























                                                          
73) Id. at 1109. 
74) 宮沢俊義『憲法Ⅱ』（有斐閣、新版、1986 年）213 頁。 
75) 石田・前掲論文注（57）35 頁。 






















































Ⅲ. Lawrence 判決が示唆した「人格的関係性の選択の自由」の意義 
（1）「人格的関係性の選択の自由」の意義 
2003 年、Lawrence 判決において合衆国最高裁は、Texas 州のソドミー禁止法を第 14 修正のデュ ・ー
プロセス条項違反として違憲とし、先例である Bowers 判決を覆した。両判決において問題となったソ
ドミー行為とは、同性間における生殖に関係しない性行為、いわゆる同性愛行為を指すものであった。 




の選択の自由は同性愛者であっても第 14 修正によって保護されているため Texas 州のソドミー禁止
法は違憲とされたのである。 
もっとも、Lawrence 判決において合衆国最高裁は、「人格的関係性」の選択の自由について、第 14
                                                          
76) 539 U.S. at 518-19. 
77) Id. 
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修正によって保障される自由であると述べるに留まっており、いかなる性格を有する自由であるのか
について明確に言及しなかった。しかし、そうした同性愛者の問題を「人格的関係性」の選択の問題
と捉えた Lawrence 判決の理解は、先例である Bowers 判決の理解と異なっていた。この同性愛者の自




















Pamela S. Karlan（以下、Karlan とする）は、Lawrence 判決において合衆国最高裁が問題となる
自由の利益を単なる性行為の権利としてみなさなかったのは、それが同性愛者という個人の「生き方」
に関わる選択だったからだと述べる83)。それゆえ、Lawrence 判決は問題となる自由を同性愛行為とい
                                                          
78) 478 U.S. at 190. 
79) Id. at 194. 
80) Id. at 196. 
81) 539 U.S. at 567. 
82) 現に、Bowers 判決後の Romer v. Evans, 527 U.S. 620 (1996)において合衆国最高裁は、同性愛者の法的保護を





83) Pamela S. Karlan, Loving Lawrence, 102 MICH. L. REV. 1447, 1450 (2004). 




























                                                          
84) Id. at 1453. 
85) Id. at 1454. 
86) Karlan, supra note 83, at 1452. 
87) Id. at 1452-1453.なお、Karlan は「消極的自由の概念と積極的自由の概念」の見解に関して Isaiah Berlin の見
解を参照していると述べている。Karlanが依拠するBarlinの見解については、ISAIAH BERLIN, FOUR ESSAYS ON 
LIBERTY, 122-34 (1969). 
88) 539 U.S. at 562. 
89) BERLIN, supra note 87, at 127. 
90) 539 U.S. at 525. 
91) Id. 







































解できた。しかし、Bowers 判決で問題となった Geogia 州のソドミー禁止法92)は同性間・異性間双方
のソドミー行為を禁止していたのに対して、Lawrence 判決で問題となった Texas 州のソドミー禁止法
93)は同性間のみのソドミー行為を禁止していた。 
この両判決におけるソドミー禁止法の射程範囲の差異をみれば、Lawrence 判決では Texas 州のソド
ミー禁止法を同性愛者に対する性差別として第 14 修正の平等保護条項違反とすることもできたはず
である。実際に、Lawrence 判決において同意意見を述べた O'Connor 裁判官は、同性間のみのソドミ











                                                          
92) GA. CODE ANN. §16-6-2 (1984). 
(a) A person commits the offense of sodomy when he performs or submits to any sexual act involving the sex 
organs of one person and mouth or anus of another …” 
「一人の者の性器と他者の口もしくは肛門をもって性行為を行ったときは、ソドミーの罪を犯したものとする」。 
(b) A person convicted of the offense of sodomy shall be punished by imprisonment for not less than one nor 
more than 20 years …” 
「ソドミーの罪を犯した者は、1 年以上 20 年以下の拘禁刑に処する」。 
93) TEX. PENAL CODE ANN. §21.06(a) (Vernon 2003). 




TEX. PENAL CODE ANN. §21.01(1) (Vernon 2003). 
(A) Any contact between any part of the genitals of one person and the mouth or anus of another person.” 
「一人の男の性器が、もう一人の男の口または肛門に接触すること」。 
(B) The penetration of the genitals or the anus of another person with an object.” 
「その目的が、性器あるいは肛門に挿入すること」。 
94) 539 U.S. at 584-85 (O’Connor, J., Concurring). 
95) Id. at 581. 
96) Id. 
97) Id. at 584. 








は双方の利益を促進する99)」として、Texas 州のソドミー禁止法を第 14 修正のデュー･プロセス条項
違反として違憲とした。法廷意見が平等保護理論を用いなかったのは、性中立的なソドミー禁止法を
合憲とした先例である Bowers 判決の存在があったからである。 




















                                                          
98) Id. at 585. 
99) Id. at 575. 
100) Id. at 523. 
101) Id. at 590 (Scalia, J., dissenting). 
































                                                          
102) Karlan, supra note 83, at 1458. 
103) Laurence H. Tribe, Lawrence v. Texas: The“Fundamental Right”That Dare Not Speak Its Name, 117 HARV. L. REV 
1893, 1934 (2004). 
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